
環境アセスメント制度の概要

資料１令和8年度第1回埼玉県環境影響評価技術審議会
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１ 環境アセスメント（環境影響評価）とは

※ 主体は、事業を実施する事業者自らであり、事業の中止や見直しを求めるものではありません。

※ 条例アセスのイメージ
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環境に影響を与える可能性がある大規模な開発事業等を実施しようとする場合に、
その事業による環境への影響をあらかじめ事業者自らが調査・予測・評価し、
その結果を公表し住民等の意見を踏まえ、事業計画に反映させることで、
環境の保全の観点からよりよい事業計画を作り上げていく制度

各段階で実施



２ 法アセス・戦略アセスについて

①法アセス（環境影響評価法）
法に基づき、事業者がその事業の実施に当たりあらかじめ環境影響評価を行う制度。

条例アセスよりさらに大規模な開発事業などが対象になっている（例 土地区画整理事業:75ha以上）。

②戦略アセス（埼玉県戦略的環境影響評価実施要綱）
事業の計画立案段階において、社会経済面の効果や環境面の影響を調査・予測・評価し、

その内容を公開し、幅広く環境配慮のあり方を検討するもの。
（条例アセスの調査計画書段階よりさらに以前の段階での環境アセスに該当）

条例アセス以外で、審議会に関係するアセスメント制度については以下のとおり。
制度の各段階において、ご意見を伺います（全体会や小委員会の開催）。
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３ 条例アセスについて

①廃棄物処理施設の設置
・アセス要件:処理能力が200t/日以上のごみ処理施設

排出ガス量が40,000N㎥/時以上 又は 排出水量が5,000㎥/日以上の産業廃棄物中間処理施設
・具 体 例:市町村焼却炉（一般廃棄物処理施設）の設置

民間の産業廃棄処分業者の焼却炉（産業廃棄物処理施設）の設置

②土地区画整理事業
・アセス要件:施行区域の面積が50ha以上

（工業団地の造成等が含まれる場合には20ha以上となる場合あり）
・具 体 例:高速道路ＩＣ周辺地区における土地区画整理事業

※ その他の対象事業（全20事業）については県ホームページに掲載したリーフレットを参照ください。
（https://www.pref.saitama.lg.jp/a0501/asesu/index.html）

埼玉県環境影響評価条例 （平成7年8月施行）に基づき実施されている環境アセス
（条例アセス）のうち、申請が多い事業については以下のとおり
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具体例対象事業の要件等対象事業の区分
市町村の焼却施設
（一般廃棄物処理施設）の設置
民間の産業廃棄物処分業者の焼却施設
（産業廃棄物処理施設）の設置

処理能力が200t/日以上のごみ処理施設

排出ガス量が40,000N㎥/時以上 または
排出水量が5,000㎥/日以上の
産業廃棄物中間処理施設

廃棄物処理施設の設置及び
その施設の変更

高速道路ＩＣ周辺地区における土地区
画整理事業

施行区域の面積が50ha以上
（工業団地の造成等が含まれる場合には
20ha以上となる場合あり）

土地区画整理事業



事後調査書環境影響評価書環境影響評価準備書環境影響調査計画書
評価書に示した事後調査計画に基
づき、工事中及び供用開始後の環
境の状況について検証し、記載

準備書への住民及び知事の意見
等を踏まえ、調査の結果、予
測・評価の内容の妥当性を再度
検討し、準備書の記載事項に修
正を加えて作成

調査計画書への住民及び知事の意見に
対する事業者の見解、調査の結果、予
測・評価の内容、環境保全のための措
置、事後調査の計画等を記載

事業の目的、内容、実施区域、そ
の周辺の社会的・自然的状況の概
況、調査・予測・評価を実施する
項目及びその方法を記載
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３ 条例アセスについて
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埼玉県の附属機関であり、埼玉県知事の諮問に応じ、環境影響評価に関する技術上の重要事項を
調査審議する。
各手続に関し次のように審議会等（主にオンライン会議）が開催され、図書の内容について、

「埼玉県環境影響評価技術指針」を踏まえ、科学的・技術的観点から審議が行われる。

１ 調査計画書手続:小委員会

2 準 備 書 手 続 :小委員会 ＋ 全体会（希望する委員のみ現地訪問）

3 評 価 書 手 続 :なし

4 事後調査書手続:住民意見が提出された場合のみ、小委員会

４ 埼玉県環境影響評価技術審議会

※ 小委員会 事案毎に関係する委員で構成される専門の委員会（６～９名程度）で、通常２回程度開催

※ 全体会 全委員が参加する審議会
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② ➋

❶東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設
プラント更新事業【準備書手続中】

➊

②桶川都市計画事業（仮称）桶川
北本IC周辺東部地区土地区画整理
事業【調査計画書手続終了】

③

➋（仮称）上尾伊奈ごみ広域処理
施設整備事業【準備書手続中】

①川口市朝日環境センター施設整備事業【調
査計画書手続終了】

③株式会社シタラ興産 レガリア
一廃・産廃処理施設整備事業【事

業着手中】

➀

➊～➋ 手続中（R8年内に全体会・小委員会開催予定）
①～③ 時期未定

５ 令和8年度の条例アセスに基づく審議会開催予定
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